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２００３年度時点での生涯にわたる社会保障等の
受益と負担（世代会計の方法で具体的数値の表示）

世代間公平性や世代間対立の議論に広い関心

世代間対立を解消して世代間公平性を図ること
がいまや高齢社会の政策公準

しかし、若年世代と高齢世代が実際に対立的な
態度を持っているのか、持っているとすればどの
程度対立的なのか、といったごく素朴な問いに対
して明確な答が用意されているわけではない。

一つの答えを用意したい

図１．世代会計による生涯を通じた受益と負担の試算

高齢社会における世代間対立や世代間公
平をめぐる問題は老年学にとっても重要
な課題であり、欧米では早くから関心が持
たれてきたが、日本の老年学においてはこ
れまで真正面から取り上げられることがな
かった。⇒ 後掲の参考文献や日本老年社
会科学会、日本応用老年学会の学会誌、
大会報告を参照。

受益総額

負担総額

生涯純受益

６０歳以上は約４,９００万円の受益超
将来世代は約 ４,５００万円の負担超



研究の枠組と方法

（１）世代と世代間対立

◆年齢のみで区分された均質な存在で構成される集団。
◆年金や介護・医療、教育など対人サービスに関わる制度は、年齢によって受益側と負担側とを区分している。
◆それらの制度は、そうしたことを各世代が合意の上で結ばれる世代間契約として成り立っている。
◆こうした契約の下では、本来、いずれの世代も不公平感や不利益感、優遇感を覚えることはないはずである。
◆世代間対立というのは、そうした合意が崩れて世代間契約が破綻しかけている状況にあることを意味する。
◆このような状況の下で、世代間対立を各種政策の予算配分に対する態度の観点から操作的に定義すると以下
のようになる。

各世代は自世代の利益に直結する政策のための予算を増額すべきだとする意見を持ち、他
世代の利益に直結する政策のための予算を削減すべきだとする意見を持つ
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質問：（この図は）平成２３年度の
国家予算（一般会計）のうちの
ごく一部の項目を示したもので
す。これらは税金でまかなわれ
るものです。あなたは、それらの
予算を、今後、増額すべきだと
思いますか、それとも減額すべ
きだと思いますか、あるいは、い
まくらいでよいと思いますか。

政策予算の増減について尋ねた
調査研究はあるが、このような
形で具体的な情報を提示して行
われた調査研究は内外ともに見
られない。図２．質問に添えた予算配分図と選択肢



◆各世代は異質な存在で構成される集団。
◆異質性は政治経済学的な異質性
＝社会経済的格差（階層差）。

◆この報告では社会経済的格差の指標と
して年間所得と学歴、経済的ゆとり感。

研究の枠組と方法

Marius R. Busemeyer, Achim Goerres and Simon
Weschle(2009), Attitudes towards redistributive
spending in an era of demographic ageing: the rival
pressures from age and income in 14 OECD countries,
Journal of European Social Policy, 19(3), 195-212

予算項目の世代的分類として参考になるモデル
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図３. Individual interest in redistributive policies along  
two dimensions
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集団

有効
票

母集団
標本
集団

有効
票

２０代 13.6 14.8 7.6 12.7 13.6 4.2

３０代 17.2 17.3 11.5 13.5 13.0 8.0

４０代 16.2 17.4 14.4 13.9 14.0 12.2

５０代 15.2 13.4 15.1 17.1 16.6 16.5

６０代 18.0 17.0 25.2 16.9 18.8 26.8

７０代 12.6 12.2 16.6 14.4 13.8 19.5

８０歳以上 7.3 8.1 9.7 11.5 10.2 12.7

男性 46.4 45.8 44.5 46.9 48.0 47.7

女性 53.6 54.2 55.5 53.1 52.0 52.3

総数（人） 1,261,918 3,000 1,043 36,548 1,000 431

神戸市 篠山市

表１．母集団・標本集団・有効回答票における年齢と性の分布

（４）調査の方法

〇神戸市（都市的地域）：全市９区３６４の選挙区（投票所）の有権者総数
１,２６１,９１８人を母集団として、確率比例抽出法により １００ 選挙区から
３,０００人を無作為に抽出。

〇篠山市（農村的地域）：５６の選挙区（投票所）の有権者総数 ３６,５４８
人を母集団とし、確率比例抽出法により２０選挙区から１,０００人を無
作為に抽出。

〇調査期間：2012年9月17日～11月30日。途中一回督促状を送付。

標本集団は母集団を代表していると言えるが、有効回答票では、母集
団に比べて、２０～３０代が少なく、６０代以上が多くなっている。性別分
布は概ね母集団と一致している。

（２）世代と世代内対立

（３）世代間対立と世代内対立



N ％ N ％ N ％ N ％

青年世代（20-39歳） 248 16.8 とても苦しい 163 11.1 正規社員（常勤） 359 24.4 中学 183 12.4

中年世代（40-59歳） 425 28.8 少し苦しい 380 25.8 契約社員 68 4.6 高校 576 39.1

高齢世代（60歳以上） 778 52.8 どちらともいえない 480 32.6 派遣社員 11 0.7 短大・高専 283 19.2

不明 23 1.6 少しゆとりがある 359 24.4 アルバイト・パート 199 13.4 大学・大学院 418 28.4

第1四分位250万円 497 33.7 十分ゆとりがある 76 5.2 経営者・自営業主 135 9.2 不明 14 0.9

第２四分位450万円 364 24.7 不明 16 1.1 家族従業者 55 3.7 男 665 45.1

第３四分位650万円 244 16.6 退職者 288 19.5 女 800 54.3

第４四分位650万円以上 323 21.9 無職の主婦 315 21.4 不明 9 0.6

不明 46 3.1 学生 25 1.7 1,474 100.0

不明 19 1.3
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表２．独立変数の記述統計
図４．予算に対する態度の頻度分布

結 果

0.7 

2.0 

2.8 

4.8 

3.8 

4.7 

4.3 

8.0 

5.9 

6.3 

6.2 

5.8 

7.1 

7.8 

6.7 

8.2 

6.9 

14.8 

16.6 

15.1 

25.2 

24.9 

25.9 

23.6 

28.2 

27.8 

30.1 

30.7 

34.6 

34.0 

39.3 

40.5 

45.8 

41.7 

51.3 

47.8 

60.3 

43.3 

57.9 

39.5 

53.7 

51.4 

43.1 

49.9 

46.7 

36.8 

43.1 

40.3 

31.5 

32.1 

22.2 

21.1 

8.0 

18.1 

10.0 

19.7 

9.3 

10.4 

17.9 

9.5 

9.5 

18.0 

8.3 

9.1 

15.1 

9.4 

7.0 

11.2 

2.5 

9.0 

1.8 

9.2 

3.0 

4.2 

2.7 

4.1 

2.1 

3.4 

2.6 

1.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

海外経済協力費(1,370)

公共事業関係費(1,378)

国立大学運営・私学助成(1,378)

公立高校授業料無償化等(1,382)

義務教育費(1,379)

子供手当て(1,378)

食料安定供給関係費(1,365)

防衛関係費(1,377)

奨学金事業(1,384)

仕事と家庭の両立の支援関係(1,369)

医療保険関係(1,396)

失業給付・就職支援(1,380)

エネルギー対策費(1,363)

介護・高齢者医療(1,395)

保育サービス・幼稚園関係(1,374)

年金関係(1,410)

大いに増額すべき ある程度増額すべき いまくらいでよい ある程度減額すべき 大幅に減額すべき



Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 共通性

予算13 公立高校授業料無償化等 .731 .025 -.124 .073 .510

予算６ 子供手当て .725 .057 -.226 -.055 .367

予算８ 義務教育費 .614 -.012 .279 -.179 .512

予算７ 国立大学運営・私学助成 .549 .006 .061 .003 .349

予算12 変換保育サービス・幼稚園関係 .502 -.008 .168 .064 .429

予算２ 医療保険関係 .019 .896 .034 -.031 .813

予算３ 介護・高齢者医療 -.003 .787 .074 .011 .651

予算１ 年金関係 .042 .586 -.096 .075 .359

予算９ 食料安定供給関係費 -.039 .011 .772 .012 .573

予算10 エネルギー対策費 -.089 .005 .715 .024 .458

予算15 失業給付・就職支援 -.105 .074 -.022 .919 .757

予算16 奨学金事業 .284 -.098 .104 .419 .457

予算14 仕事と家庭の両立の支援関係 .322 -.025 .063 .392 .448

回転後の分散の％ 27.7 17.3 21.0 20.8

標本数：1,283　主因子法　プロマックス回転。
Kaiser-Meyer-Olkinの測度：0.833
Bartlettの球面性検定：5391.9(df=78), p<0.001

Ⅰ（若年世代向け教育関係予算）

Ⅱ（高齢世代向け予算） Ⅳ（若年世代向け就労関係予算）

N = 1,345

M = 0.23

SD= 3.18
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表３．因子分析（回転後の因子行列）

因子 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

Ⅰ 1.000 0.239 0.594 0.583

Ⅱ 1.000 0.200 0.208

Ⅲ 1.000 0.472

Ⅳ 1.000

因子相関行列

図５．予算配分に対する態度の得点のヒストグラム

Ⅰ Ⅱ Ⅳ



平方和 自由度
平均
平方

F 値
有意
確率

グループ間 14.352 2 7.176 .715 .489

グループ内 13271.572 1323 10.031

合計 13285.925 1325

グループ間 24.602 2 12.301 2.365 .094

グループ内 7061.792 1358 5.200

合計 7086.394 1360

グループ間 19.294 2 9.647 2.316 .099

グループ内 5580.350 1340 4.164

合計 5599.644 1342

若年世代向け
教育関係予算

高齢世代向け
予算

若年世代向け
就労関係予算

-2

-1

0

1

2

若年世代 中年世代 高齢世代

若年世代向け教育関係予算
高齢世代向け予算
若年世代向け就労関係予算

図６．各タイプの予算に対する態度の世代間比較

表５．分散分析表

増
額

減
額

Levene
統計量

自由度
１

自由度
２

有意
確率

若年世代向け
教育関係予算

.734 2 1323 .480

高齢世代向け
予算

6.439 2 1358 .002

若年世代向け
就労関係予算

2.804 2 1340 .061

統計
自由度

1
自由度

2
有意
確率

Welch 2.370 2 591.7 .094

Brown-Forsythe 2.257 2 901.6 .105

平均値同等性の耐久検定

青年
20-39

中年
40-59

高齢
60－

合計

239 407 680 1326

0.41 0.11 0.23 0.22

3.28 3.26 3.07 3.17

0.21 0.16 0.12 0.09

下限 0.00 -0.21 0.00 0.05

上限 0.83 0.42 0.46 0.39

-10 -10 -10 -10

10 10 10 10

240 413 708 1361

0.58 0.92 0.93 0.87

2.29 2.52 2.12 2.28

0.15 0.12 0.08 0.06

下限 0.28 0.68 0.77 0.74

上限 0.87 1.17 1.09 0.99

-6 -6 -6 -6

6 6 6 6

240 406 697 1343

0.90 0.78 0.60 0.70

2.27 2.03 1.96 2.04

0.15 0.10 0.07 0.06

下限 0.61 0.58 0.45 0.60

上限 1.18 0.98 0.74 0.81

-6 -6 -6 -6

6 6 6 6
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表４．従属変数の記述統計

等分散性の検定

３つのタイプの予算に対する態度には、いずれ
においても世代間に差があるとは言えない。な
お、高齢世代向け予算に関しては等分散性が
認められなかったので平均値平等性の耐久検
定を行った結果、世代間に差があるとは言えな
いことがわかった。



図７．「所得」と「世代」の交互作用

図８．「所得」と「経済的ゆとり感」の交互作用

タイプ III
平方和

df
平均
平方

F値
有意
確率

偏η
2乗

修正モデル 1935.589 143 13.536 .003 .003 .148

切片 12.713 1 12.713 .253 .565 .001

世代 2.219 2 1.110 .892 .981 .000

所得四分位 26.600 3 8.867 .435 .455 .002

経済ゆとり 140.120 4 35.030 .006 .777 .012

学歴 21.115 3 7.038 .538 .772 .002

職の有無と形態 38.739 5 7.748 .553 .007 .003

性別 .617 1 .617 .801 .747 .000

世代×学歴 118.165 6 19.694 .060 .785 .011

世代×性別 5.587 2 2.793 .751 .698 .001

世代×所得四分位 37.003 6 6.167 .704 .045 .003

世代×経済ゆとり 102.368 8 12.796 .232 .249 .009

世代×職の有無と形態 65.759 8 8.220 .564 .688 .006

学歴×性別 11.235 3 3.745 .764 .053 .001

所得四分位×学歴 113.466 9 12.607 .235 .812 .010

経済ゆとり×学歴 224.689 12 18.724 .028 .518 .020

学歴×職の有無と形態 69.888 13 5.376 .892 .163 .006

所得四分位×性別 73.822 3 24.607 .056 .227 .007

経済ゆとり×性別 28.474 4 7.119 .571 .692 .003

職の有無と形態×性別 84.481 5 16.896 .124 .469 .008

所得四分位×経済ゆとり 87.720 12 7.310 .702 .031 .008

所得四分位×職の有無と形態 129.158 14 9.226 .507 .799 .012

経済ゆとり×職の有無と形態 298.918 20 14.946 .062 .060 .026

誤　　　差 11101.784 1140 9.738

総　　　和 13107.000 1284

修正総和 13037.373 1283

Levene の誤差分散の等質性検定  F(589, 694)=0.963, p=0.683 
R2乗＝0.148 (調整済みR2乗＝0.042)

表６．若年世代向け教育関係予算への態度の分散分析表

「世代」独自の効果は認められない
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図１０．「経済的ゆとり感」と「性」の交互作用

表７．高齢世代向け予算への態度の分散分析表

タイプ III
平方和

df
平均
平方

F値
有意
確率

偏η
2乗

修正モデル 936.068 143 6.546 1.288 .017 .136

切片 24.969 1 24.969 4.914 .027 .004

世代 71.731 2 35.866 7.059 .001 .012

所得四分位 6.972 3 2.324 .457 .712 .001

経済ゆとり 51.661 4 12.915 2.542 .038 .009

学歴 58.322 3 19.441 3.826 .010 .010

職の有無と形態 26.270 5 5.254 1.034 .396 .004

性別 9.230 1 9.230 1.817 .178 .002

世代×学歴 39.646 6 6.608 1.300 .254 .007

世代×性別 7.993 2 3.996 .787 .456 .001

世代×所得四分位 19.681 6 3.280 .646 .694 .003

世代×経済ゆとり 30.488 8 3.811 .750 .647 .005

世代×職の有無と形態 15.672 8 1.959 .386 .929 .003

学歴×性別 14.344 3 4.781 .941 .420 .002

所得四分位×学歴 33.939 9 3.771 .742 .670 .006

経済ゆとり×学歴 42.496 12 3.541 .697 .756 .007

学歴×職の有無と形態 133.881 13 10.299 2.027 .016 .022

所得四分位×性別 3.830 3 1.277 .251 .860 .001

経済ゆとり×性別 81.557 4 20.389 4.013 .003 .013

職の有無と形態×性別 32.295 5 6.459 1.271 .274 .005

所得四分位×経済ゆとり 31.714 12 2.643 .520 .903 .005

所得四分位×職の有無と形態 51.778 14 3.698 .728 .748 .009

経済ゆとり×職の有無と形態 141.877 20 7.094 1.396 .114 .023

誤　　　差 5965.024 1174 5.081

総　　　和 7908.000 1318

修正総和 6901.093 1317

Levene の誤差分散の等質性検定  F(598, 719)=1.084, p=0.152
R2乗＝0.138 (調整済みR2乗＝0.031)

図９．「学歴」と「職の有無と形態」の交互作用
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「世代」の主効果は有意であるが、TukeyのHSD、Bonferroni、Sidakによる多重比較の
結果では、いずれも３つの世代間相互に有意な差が認められなかった（表８）。
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タイプ III
平方和

df
平均
平方

F値
有意
確率

偏η
２乗

修正モデル 889.128 143 6.218 1.564 .000 .162

切片 33.032 1 33.032 8.307 .004 .007

世代 3.637 2 1.818 .457 .633 .001

所得四分位 5.185 3 1.728 .435 .728 .001

経済ゆとり 27.140 4 6.785 1.706 .146 .006

学歴 7.073 3 2.358 .593 .620 .002

職の有無と形態 12.932 5 2.586 .650 .661 .003

性別 9.537 1 9.537 2.398 .122 .002

世代×学歴 41.123 6 6.854 1.724 .112 .009

世代×性別 25.355 2 12.678 3.188 .042 .005

世代×所得四分位 24.090 6 4.015 1.010 .417 .005

世代×経済ゆとり 55.630 8 6.954 1.749 .083 .012

世代×職の有無と形態 16.080 8 2.010 .505 .853 .003

学歴×性別 3.708 3 1.236 .311 .818 .001

所得四分位×学歴 35.109 9 3.901 .981 .454 .008

経済ゆとり×学歴 78.339 12 6.528 1.642 .075 .017

学歴×職の有無と形態 29.558 13 2.274 .572 .878 .006

所得四分位×性別 15.923 3 5.308 1.335 .262 .003

経済ゆとり×性別 7.738 4 1.935 .486 .746 .002

職の有無と形態×性別 31.733 5 6.347 1.596 .158 .007

所得四分位×経済ゆとり 54.812 12 4.568 1.149 .316 .012

所得四分位×職の有無と形態 73.968 14 5.283 1.329 .183 .016

経済ゆとり×職の有無と形態 121.798 20 6.090 1.531 .063 .026

誤　　　差 4608.941 1159 3.977

総　　　和 6135.000 1303

修正総和 5498.069 1302

R2乗＝0.162 (調整済みR2乗＝0.058)

Levene の誤差分散の等質性検定  F(593, 709)=0.993, p=0.536

表９．若年世代向け就労関係予算への態度の分散分析表

「世代」独自の効果は認められない

図１１．若年世代向け就労関係予算への態度に関する
「世代」と「性」の交互作用

下限 上限

40-59歳 -.336 .186 .168 -.772 .100

60歳以上 -.377 .172 .072 -.780 .026

20-39歳 .336 .186 .168 -.100 .772

60歳以上 -.042 .141 .953 -.373 .290

20-39歳 .377 .172 .072 -.026 .780

40-59歳 .042 .141 .953 -.290 .373

40-59歳 -.336 .186 .213 -.781 .110

60歳以上 -.377 .172 .084 -.789 .034

20-39歳 .336 .186 .213 -.110 .781

60歳以上 -.042 .141 1.000 -.381 .297

20-39歳 .377 .172 .084 -.034 .789

40-59歳 .042 .141 1.000 -.297 .381

40-59歳 -.336 .186 .199 -.780 .109

60歳以上 -.377 .172 .082 -.788 .033

20-39歳 .336 .186 .199 -.109 .780

60歳以上 -.042 .141 .988 -.380 .296

20-39歳 .377 .172 .082 -.033 .788

40-59歳 .042 .141 .988 -.296 .380

Sidak

20-39歳

40-59歳

60歳以上

Bonferroni

20-39歳

40-59歳

60歳以上

有意
確率

95% 信頼区間

Tukey

HSD

20-39歳

40-59歳

60歳以上

 世代

（Ｉ）
世代

（Ｊ）
平均値の
差 (I-J)

標準
誤差

表８．高齢世代向け予算に関する多重比較



要約・考察・結論
◆政策予算の配分に対する態度には、世代が単独で強く影響しているということはなかった。
⇒年齢階層で一括りされた若年世代や高齢世代という集団それ自体が相互に対立的と言えるほど自世代利益
志向的な態度を持っているわけではない。

◆所得や経済的ゆとり感、学歴と行った社会経済的変数が相互に関連しあいながら予算の増減に対する
態度に影響を与えていた。

⇒世代間対立よりも世代内対立の問題をより考慮すべきことを示唆している。

世代会計に基づく社会保障等の受益と負担に関する世代間格差は、今日およびこれからの少子高齢・
人口減少社会にとって確かに重要な問題である。しかし、そうした格差の存在と拡大は、現代産業社会
の必然的帰結としての少子・高齢化が、これまでの世代間契約に基づく社会保障制度の仕組みそのもの
を根底から揺るがすことになったがために生じた問題なのであり、ある世代が責を負うべきものでもな
ければ、一方が他方のために謂われのない我慢を強いられたり、いずれかが一方的な攻撃を受けなけれ
ばならないものではなく、ましてや、若年世代と高齢世代がせめぎ合うような問題ではないであろう。

本研究における分析結果は、各世代に属する個人は、そうしたことを意識しているかいないかは定か
ではないが、自世代利益志向からではなく、現在の日本において、どのような政策にどのように予算を
配分することが必要かつ妥当であるかを脱世代的、合理的に判断を下していることを示していると言え
るのではないだろうか。

これまで日本では試みられることのなかった政策予算に対する態度の分析から世代間対立の問題に関
して一つの知見を提供し得たと考えるが、残した課題は多い。一つは、本研究で扱った標本は、兵庫県
という一地域を母集団として抽出されている。そのために、結果も地域的な一事例としての限界があ
る。二つめには、この種の分析モデルではありがちなことであるが、一般線型モデルの説明力がごく小
さいことである。世代と社会経済的要因だけでは政策予算に対する態度を十分に説明できていないと言
わざるを得ない。このことは、政策予算に対する態度にはそれだけ複雑な要因が関与していることを教
えているとともに、世代間対立の議論にも見逃されていることが多々あることを示唆しているとも言え
るが、説明力のより高いモデルによる分析を次の課題にしたいと考える。
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